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（３）的確な施設の管理

①施設管理規程に基づいた的確な管理等

－管理の概要（安定的な水供給・渇水時の対応）－

（中期目標）

、 。 、① 施設管理規程に基づき的確な管理を行い 安定的な水供給に努めること 特に

渇水等の異常時においては、河川管理者、利水者及び関係機関との調整を図り、

その影響の縮小に努めること。

④ 施設管理に附帯する業務及び委託に基づき実施する発電に係る業務について

も、的確な実施に努めること。また、水資源の利用の合理化に資するため法第１

２条第１項第２号に該当する施設として当該施設の管理を受託した場合には、的

確な管理を行うこと。

（中期計画）

別表３「施設管理」に掲げる施設については、施設管理規程に基づいた的確な施

設管理等を実施するとともに、平成６年度のような渇水の発生時においても、渇水

調整と相まって、国民への重大な支障を与えないよう、その影響の軽減に努める。

なお、水資源の利用の合理化に資するため、法第１２条第１項第２号ハに規定す

る施設の管理を受託した場合には、的確な管理を行う。

（年度計画）

別表３「施設管理」に掲げる施設については、施設管理規程に基づいた的確な施設

管理等を実施するとともに、施設管理規程等については、施設を取り巻く環境や管理実

態を踏まえて、適切な見直しを図る。

平成６年度のような渇水の発生時においても、渇水調整と相まって、国民への重大な

支障を与えないよう、その影響の軽減に努める。

平成１６年度に各地で発生した洪水被害をも踏まえ、洪水時には関係機関と十分な連

絡調整を図り、降雨予測等に基づいて適切な措置を行い、ダム周辺及び下流域の被害軽

減に努めるとともに、的確で分かりやすい情報発信に努める。

また、施設の巡視点検時には 「より安全な施設管理」を実施するため、平常時から、

巡視ルートの危険想定箇所を確認し、かつ、巡視点検時に適切な装備を配備する等、安

全で的確な行動に努める。

さらに、施設の適切な管理を行うため、事業用地の不法占有の解消及び未処理用地の

処理に向けて、関係者等との交渉、調整、手続等を行っていく。

そのほか、水資源の利用の合理化に資するため、独立行政法人水資源機構法（平成１

４年法律第１８２号。以下「法」という ）第１２条第１項第２号ハに規定する施設の。

管理を受託した場合には、的確な管理を行う。
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（年度計画における目標設定の考え方）

国民経済の成長、国民生活の向上等が図られるためには、水道用水・工業用水・農業用水の安定的

な供給や、洪水被害の軽減が重要であることから、機構が管理するダム、堰、用水路等の施設ごとの

管理の在り方を定めた施設管理規程に基づいて、各施設の的確な管理を実施することとした。

また、水資源の利用の合理化に資するために、発電事業者から委託を受けた発電に係る施設の管理

等の業務について、的確に実施することとした。

洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

注1）　期首の施設一覧を示す。
注2）　表中の特記事項
　　* 利根大堰等及び秋ヶ瀬取水堰等は、目的に浄化用水の取水・導水を含む。

注3）

矢 木 沢 ダ ム 国土交通大臣 ○

主務大臣

○ ○ ○ 三 重 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

目　　　　　　的

施 設 名 主務大臣

目　　　　　　的

施 設 名

○ ○ ○

奈 良 俣 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○ 琵 琶 湖 開 発 国土交通大臣 ○ ○ ○

下 久 保 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 高 山 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

草 木 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○ 青 蓮 寺 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

群 馬 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣 ○ ○ 室 生 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

利 根 大 堰 等 *
農林水産大臣
国土交通大臣 ○ ○ ○ 初 瀬 水 路 厚生労働大臣 ○

秋ヶ瀬取水堰等*
厚生労働大臣
経済産業大臣 ○ ○ 布 目 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

埼玉合口二期
厚生労働大臣
農林水産大臣
国土交通大臣

○ ○ 比 奈 知 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

印 旛 沼 開 発
農林水産大臣
経済産業大臣 ○ ○ 一 庫 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

北総東部用水 農林水産大臣 ○ 日 吉 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

成 田 用 水 農林水産大臣 ○ 正蓮 寺川 利 水
厚生労働大臣
経済産業大臣
国土交通大臣

○ ○

東 総 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣 ○ ○ 淀 川 大 堰 国土交通大臣 ○ ○

利根川河口堰 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 池 田 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○

霞 ヶ 浦 開 発 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 早 明 浦 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○

霞 ヶ 浦 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○ 新 宮 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

浦 山 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ 高 知 分 水
厚生労働大臣
経済産業大臣 ○ ○

房 総 導 水 路
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ 富 郷 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

豊 川 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○ 旧吉野川河口堰等 国土交通大臣 ○ ○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ 香 川 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○

○ ○ ○ ○ 両筑平野用水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ 寺 内 ダ ム 国土交通大臣木 曽 川 用 水 ○ ○

○ ○

○○ ○

国土交通大臣

○○ ○ ○

阿 木 川 ダ ム ○ 農林水産大臣

長 良 導 水 ○

○

○ ○ 筑後川下流用水

○ ○筑 後 大 堰

○

○

　 矢木沢ダム、奈良俣ダム、下久保ダム、草木ダム、浦山ダム、岩屋ダム、味噌川ダム、高山ダム、青蓮寺ダム、比奈知ダム、池田ダム、早明
浦ダム、新宮ダム、高知分水、富郷ダム及び両筑平野用水では、発電等に係る業務を受託している。

厚生労働大臣○ ○ 福 岡 導 水長良川河口堰

味 噌 川 ダ ム 国土交通大臣

農林水産大臣

国土交通大臣

厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

厚生労働大臣

国土交通大臣

国土交通大臣

愛 知 用 水

岩 屋 ダ ム

○

○

○

○○○
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（平成１９年度における取組）

ダム、水路等の的確な施設管理に基づく安定的な水供給■

１．施設管理規程に基づいた的確な施設管理

機構は、水資源開発水系として指定されている７水系（利根川・荒川・豊川・木曽

川・淀川・吉野川・筑後川）において、ダム、堰、水路及び湖沼開発施設の管理を通

して約３６２ｍ ／ｓの水を開発し、約６４百万人（総人口の約５０．６％）が居住す３

る地域に水道用水・工業用水・農業用水の安定的な供給を行うとともに、梅雨時の長

雨、台風等による洪水が発生した際には、適切に洪水調節を行い洪水被害の軽減等に

努めている。

表－１ 機構が管理する施設の機能

施設の目的・内容 施設区分 施 設 の 機 能

・河川の流量が多いときには、その一部を

ダム ダムに貯めておき、流量が少ないときに

ダムから放流し、用水の補給を行う

水路 ・ダムや河川・湖沼から取水し、水路施設

利 水 水道用水、工業用水及 を利用して各利水者に供給する

び農業用水を確保・補 堰 ・堰上流に集まる水を有効に利用し、安定

給 的な取水を可能にする

、・湖沼に流入する河川の流量が多いときは

湖沼開発 その一部を湖沼に貯めておき、下流の河

川の流量が少ないときに放流し、用水の

補給を行う

洪水調節等による洪水 ・洪水の際はその一部をダムに貯めて、ダ

被害の軽減 ム下流域での洪水被害を軽減する

河川の流水の正常な機 ダム ・河川の流量が少ないときは、ダムから放

能の維持等 流し、河川が本来持つ機能の維持に役立

治 水 既得用水の安定取水 てる（ 、

動植物の保護、流水の ・堰のゲートを操作して、洪水を安全に流

清潔の保持、舟運、塩 堰 下させ、また、塩水の遡上による塩害を

害の防止等） 防止する

・湖沼周辺地域や湖沼から流れ出る水を湖

湖沼水位 沼に貯め、湖沼周辺及び下流域の洪水被

調節 害を軽減する
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また、安定的な水供給、的確な洪水調節の実施のため、利水者の水利用計画及び河

川流量、雨量等の水象・気象情報を的確に把握するとともに、全ての施設についてそ

の機能が確実に発揮できるよう、定期的な点検や整備を実施している。

なお、機構の管理する施設に係る設備等の数は以下のとおりである。

表－２ 利水ダム及び水路施設

ダム 警報設備 調整池 頭首工 水路延長 調節堰 分水口 揚水機場雨量・水位局

設備 5 19 11 954.4 188 1037 56591 84

箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 km 箇所 箇所 箇所数等

表－３ 特定施設

湖岸堤延長ダム
雨量・ 警報設備 河口堰 湖沼開発 水門等 機場等
水位局

295 500 154 22 126.2
設備数等

20 4 2
箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 km

※特定施設とは：洪水（高潮を含む）防御の機能または流水の正常な機能の維持と増進をその目的に含む

多目的ダム、河口堰、湖沼開発施設その他の水資源の開発または利用のための施設

これらの施設の機能が的確に果たされるよう機構は、

①用水供給、洪水対応等における施設の「操作運用」

②施設の機能を維持保全するための「維持管理」

③災害等に対応した「防災業務」

等の管理業務について、管理の方法を定めた「施設管理規程」等に基づいて的確に実

施している（表－４）ほか、施設の健全度・危険度等の機能診断の手法及び低コスト

の補修工法並びにＰＣ管等の非破壊検査方法の確立について技術の開発・普及を進

め、ライフサイクルコストの低減に努めているところである。

表－４ 機構が管理する施設の主な管理業務
管 理 の 項 目 主 な 管 理 の 内 容

１．操作運用 用水の供給 ・利水者の需要、河川流量等の水象情報及び雨量
等の情報の収集と、これらを踏まえた関係利水
者に対する配水計画の策定

・配水計画に基づく多目的ダム等の放流操作
・取水施設による取水操作及び導水
・渇水時の対応

洪水対応 ・出水時の気象・水象情報収集
・ダム等の流入量予測及び下流河川の流出予測
・河川管理者、関係自治体等への情報連絡・調整
・操作前の施設点検
・巡視
・バルブ、ゲート操作等による洪水調節操作
・貯水池運用操作
・操作記録管理

２．維持管理 施設の維持管理 ・貯水池、取水施設、導水路等（維持・修繕）
・機械、電気通信設備等の維持管理（点検・整備
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・改造・更新）
・第三者事故等に対する安全管理

水質管理 ・水質状況の把握
・水質保全対策
・水質障害発生時の対応

貯水池管理 ・貯水池巡視及び監視
・堆砂対策
・貯水池周辺斜面の管理
・流木及び塵芥処理
・湖面利用対応

環境保全 ・貯水池周辺の自然環境調査
・裸地緑化対策
・貯水池上下流の河川環境保全

用地・財産管理 ・用地の保全
・ゴミの不法投棄対策

３．防災業務 防災業務 ・風水害対策
・震災対策
・地震時の施設点検
・水質事故災害対策
・災害復旧工事
・災害に備えた防災訓練の実施
・危機時の対応

４．その他 地域との連携 ・地域イベントへの参加・協力
・施設等見学者案内
・水源地域ビジョン等の推進

広報活動 ・各種情報発信及び収集
・各種委員会、検討会等の運営

２．機構の主要管理業務である用水供給、洪水対応等

（１）安定的な用水供給等

平成１９年の冬は冬型の気圧配置が長続きせず、全国的に気温が高く推移した。ま

た、全国的に降雪はかなり少なく、奈良俣ダムでは管理開始以降最少、矢木沢では管

理開始以降２番目に少ない降雪量であったため、渇水が懸念されたが、梅雨期の降雨

による貯留により７月には満水まで回復することができた。

年降水量は全国的に少なく、春から６月にかけて西日本を中心に高気圧に覆われや

すかったため少雨が続き、一部では渇水となった。その後、梅雨前線や台風の影響で

少雨状況は解消したが、秋以降は再び高気圧に覆われやすかった西日本で顕著な少雨

となった。台風の年間の上陸数は３個で平年並みであった。フルプラン地域では、下

（ ） 、 、 、 、表 表－５ に示すように 特に 西日本では平年比約８０％の降水量であり 関西

四国の一部では渇水となった。
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表－５ 各地域における平成１９年の降水量と平年値との比較

地 域 名 関東甲信 東海 近畿 四国 九州北部

年降水量平年比 96％ 85％ 81％ 80％ 79％

図－１ 平成１９年の降水量平年比（平成２０年１月４日気象庁記者発表資料）

機構では安定的な用水供給を行うに当たって、利水者の水利用計画、河川流量、雨

量等の水象・気象情報を的確に把握するとともに、すべての施設についてその機能が

確実に発揮できるよう定期的な点検や整備を行った。このように日常の管理業務に加

え、急な降雨や水質事故並びに１年を通して２４時間、緊急時対応ができる人員配置

を行った。

また 「２ （７）②日頃からの訓練（Ｐ．１９４ 」の項目で述べているように予期、 ． ）

せぬ事態に備え、操作訓練や利水者と連携した情報伝達訓練等を実施し、緊急時に適

切な対応が可能となるような態勢を整えている。

これらの取組により、平常時には安定的な用水供給を行った。

＜用水供給の概念＞

年間を通じて安定的な用水供給及び流水の正常な機能の維持を図るために

は、下図のとおり気象条件により変動する河川の自然な流量に対し、ダム等の

施設より不足分の補給（Ａ及びＢ）を行うことが必要である。

図－２ 補給量の概念図
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そのためには、

・利水者からの水需要、河川流量等の水象情報及び雨量等の情報を踏まえて策

定した配水計画に基づいて、ダム等からの放流による適正な量の補給を的確

に実施すること

・同計画に基づいて、水路施設による適正な量の用水供給を可能とするための

的確な取水操作及び導水操作

が必要である。これらを的確に実施するために、

・ダム、堰及び水路等の施設の機能が確実に発揮されるよう、日々の点検や、

必要に応じた整備・更新等の実施

・ダムの放流、取水地点の取水操作等にミスが生じないような体制の徹底等

に努めている。

また、これらの施設の管理に当たっては、水質障害、水質事故、施設事故等

水供給に支障をきたす恐れのある様々な事象が発生する場合がある。これらの

事象に速やかに対策を講じるなど、的確な施設の管理により年間を通じた安定

的な用水供給に努めている。

渇水時における対応■

平成１９年度は、全国的に降水量が少なく、特に吉野川水系においては、河川の流

況が悪化したことから、本社を含む７事務所で渇水対策本部を設置し、渇水調整を行

うとともに、適時的確な水源情報の発信、関係機関への周知等を行った。

表－６ 平成１９年度の施設管理に係る渇水実績

水系名 施 設 名 等 最大取水制限率 取水制限日数 備 考

淀川 日吉ダム 「新町下」確保地点 １１２日間 9.29 ～ 1.18

流量20％

吉野川 香川用水・旧吉野川河口 徳島用水19.5% ５２日間 5.24 ～ 7.14

堰（早明浦ダム） 香川用水50.0%

銅山川３ダム〔富郷ダム 工水50%、上水10% １６２日間 2. 2 ～ 7.14

・新宮ダム・ 柳瀬ダ 農水15%（

ム 〕 工水30%、上水5% ９９日間 12.14 ～ 3.21）

（ア）吉野川水系における渇水

吉野川水系銅山川においては、平成１９年１月からの少雨傾向の影響により、２月

２日から一次取水制限に入り、第５次取水制限までの渇水調整が実施された。

吉野川水系吉野川においては、早明浦ダムの４月から６月までの降水量が平年の４

６％に過ぎず、５月２４日から第１次取水制限に入り、第３次取水制限までの渇水調

整が実施され、早明浦ダムの貯水量が２３．５％まで低下した。

７月１４日、梅雨前線と台風４号の降雨により、いずれのダムにおいても利水確保

率が１００％まで回復し、取水制限は全面解除された。
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その後、秋から冬にかけての降水量も少雨傾向となり、再び、銅山川では１２月１４日

銅山川三ダムの利水確保率が５２．１％と平年の７６％まで低下したことから取水制限を

開始し、２月２５日から取水制限を強化した。

３月２１日、低気圧もたらした降雨により、銅山川３ダムの利水確保率が９４％まで回

復し、取水制限は全面解除となった。

図－３ 早明浦ダムの貯水量曲線

（機構の果たした役割）

○ 香川用水では、この渇水期間中、取水制限の強化や降雨による一時的な解除に合

わせて、きめ細かい送水量の変更操作（１３回、平年は６回）を昼夜を問わず実施

し、約４２１万ｍ の水を有効に取水・導水した。また、これに併せて早朝深夜の３

巡視を行った。

、 、○ 池田ダムでは 早明浦ダム下流の降雨を有効に活用するための操作を４回実施し

約１６５万ｍ の水を無効放流とすることなく有効活用した。３

○ 早明浦ダムを温存するため、５月～７月の間においては、２４９回（平成１８年

度は１４０回）にわたる利水補給の変更作業を昼夜を問わず実施した。

○ 各種問合せに対し、きめ細やかな対応を行うとともに、積極的な情報発信にも努

め、各種展示など吉野川局管内全体での取組を行った。ホームページでは、早明浦

ダム貯水率や銅山川ダム群貯水率等の水源情報のほか、早明浦ダム貯水池定点写真

などの最新情報の提供を行うとともに、各利水者関係機関の渇水情報へのリンクの

充実を図った。これにより、吉野川局及び池田総合管理所のホームページには７月

早明浦ダムの貯水量と降水量の関係
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だけで、それぞれ約３３万件、２５万件のアクセスがあった。

この渇水により、香川県内では、小中学校や幼稚園で盛りつける皿を減らして水の

使用量を減らす給食を始めたり、徳島県では、県営プールの一般利用開始を見合わせ

るなどの影響がみられたものの、上記取組により、深刻な被害は回避された。

＜渇水対応の概念＞

ダムは通常過去の渇水時のデータを基に、１０年（利根川・荒川水系及び

吉野川水系については５年）に１回程度の頻度で発生する渇水に対して用水

の補給が可能なように計画されている。しかし、近年の少雨傾向により計画

規模を超える渇水が度々発生するようになった。計画規模を超える渇水に伴

う河川流量の減少によって、ダム等から河川への補給量が増大する結果、計

画以上に早くダムの貯水量が減少し、状況によっては断水等、国民生活や企

業活動に重大な影響を与える事態が生じる。

このため、渇水時には節水対策として「渇水対策連絡協議会」等を設け、

（ ）利水者相互の協力により水利使用に一定の制限を設ける渇水調整 取水制限

を行っている。

（図－４では、ダム等により用水の補給可能な範囲はＡ＋Ｂの部分までとな

り、Ｃの範囲は補給量を温存させるため取水制限等の渇水調整が必要となる ）。

図－４ 渇水時の取水制限

機構は、渇水が市民生活に重大な影響を与えないよう、渇水時に各河川ご

とや水系ごとに設けられる「渇水対策連絡協議会」等に利水者、国、県等と

ともに参加し、

① 「渇水対策連絡協議会」等において節水対策決定に当たって重要な判断

要素となる各種データの提供

② 節水対策決定内容に基づいたきめ細かな施設操作等対策の実効性の向上
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③ 節水対策の進捗状況の管理

④ 関係利水者へのきめ細かな情報提供

等に努め、実効性のある節水対策の決定、節水対策の実効性の向上等におい

て、重要な役割を果たしているところである。
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（２）的確な洪水対応について

平成１９年度の洪水対応の具体的実績は 「２ （３）①３）洪水被害の防止または、 ．

軽減（Ｐ．１１８ 」に記載している。）

ダム管理における洪水対応は施設管理規程等に基づき、流水を調節し、ダム下流域

における被害の軽減を図るものである。このため、ダムの水位、流入量、下流河川の

水位等を把握し、ゲート等の操作を行うとともに、降雨状況を含めた水文情報を基に

放流通知、警戒巡視等を行っている。また、データの収集、ゲート操作情報の連絡通

知等が確実に行えるよう電気通信設備及び機械設備の点検を定期的に実施している。

表－７ 臨時点検を行う設備の例（電気通信施設）

設 備 名 等

通信設備 多重通信装置 搬送端局装置 移動通信装置

電話交換装置 ケーブル類 給電線類

空中線類 空中線設備 反射板

電気設備 受変電設備 無停電電源設備 直流電源設備

予備発電設備 受電引込柱等 ケーブル接続

電子応用設備 管理用制御処理設備 テレメータ設備 放流警報設備

レーダ雨量計端末装置 ＣＣＴＶ設備 観測装置

その他 通信機械室 電気室 配線ケーブル

照明設備 中継局舎等 中継局電源

その他

図－５ ダムの基本的な設備
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写真－１ 雨量観測設備 写真－２ 警報設備

（３）的確な施設の維持管理

○水資源開発施設等保全管理事業とストックマネジメント

平成１９年度は、木曽川用水、三重用水地区の土地改良区に管理委託している施

設において、施設状況調査及び施設機能診断を行い、施設機能保全計画を策定し、

機能保全計画（三重用水地区約４３．５ｋｍ、木曽川用水地区約８６．６ｋｍ）を

策定し、予防保全工事等の機能保全対策（三重用水地区約０．２ｋｍ）を講じてい

る。

さらに、施設の長寿命化や有効活用等によるライフサイクルコスト低減と確実な

施設の機能維持を図る手法であるストックマネジメントの導入に向け、木曽川用水

施設や三重用水施設での機能保全計画の策定を通して得た知見をもとに、検討を行

った。

（４）施設管理規程等の見直し

施設の管理に当たっては、施設管理規程等に基づき適切に操作等を行ってきている

ところであるが、施設を取り巻く状況や管理の実態を踏まえて、施設管理規程等につ

いても適切に見直しを行う必要がある。

平成１９年度においては、以下の事由により、施設管理規程の変更を行った （各変。

更に係る関係機関との調整等については （９）関係機関との連携①事業実施計画及び、

施設管理規程の策定または変更時の情報提供と円滑な調整（Ｐ．２０７）に掲載 ）。

① 滝沢ダム建設事業及び徳山ダム建設事業の管理移行に伴う施設管理規程の策定

・滝沢ダム及び徳山ダムに関する施設管理規程

滝沢ダム建設事業及び徳山ダム建設事業の管理移行に伴い、上記施設管理規程

の策定を行った（策定に係る主務大臣の認可：平成２０年３月３１日 。）

② 発電事業主体の変更に伴う施設管理規程の変更

・浦山ダムに関する施設管理規程

浦山ダムの共同事業者である発電事業主体の変更及び洪水調節等後の水位低下

時の利水放流設備併用操作の明確化を図る等のため、施設管理規程の変更を行っ
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た（変更に係る主務大臣の認可：平成２０年３月３１日 。）

③ 利水者の取水開始に伴う施設管理規程の変更

・岩屋ダムに関する施設管理規程

岩屋ダムの利水者（かんがい用水）が取水を開始することに伴うかんがい期間

等の明確化を図るため、上記施設管理規程の変更を行った（変更に係る主務大臣

の認可：平成２０年３月３１日 。）

④ 施設の操作基準に係る長良川河口堰に関する施設管理規程の変更

・長良川河口堰に関する施設管理規程

長良川河口堰においては、平成１６年７月の洪水時に発生した塩水遡上への対

策として 「塩水の遡上のおそれ」を新たに規定したことに伴い、施設管理規程、

の変更を行った（変更に係る主務大臣の認可：平成１９年４月２７日 。）

⑤ 河川工事による管理対象施設の改築に伴う施設管理規程の変更

・房総導水路に関する施設管理規程

房総導水路のうち、両総用水共用施設（農林水産省との共有施設）の一部であ

、 （ ） 、る横芝堰は 河川管理者 千葉県知事 による河川工事に伴い改築が必要となり

河川工事の附帯工事として改築されたことから、旧施設と諸元等が異なることと

なったので、管理対象施設の諸元の明確化を図るため、上記施設管理規程の変更

を行った（変更に係る主務大臣の認可：平成１９年６月２７日 。）

⑥ 利水者の取水開始及び水源計画変更に伴う施設管理規程の変更

・秋ケ瀬取水堰及び朝霞水路に関する施設管理規程

秋ケ瀬取水堰及び朝霞水路の利水者（水道用水）が滝沢ダムの完成により同ダ

ムの開発水の取水を開始し、水源計画を変更すること及びこれに伴う費用負担割

合の変更に係る上記施設管理規程の変更を行った（変更に係る主務大臣の認可：

平成２０年３月３１日 。）

⑦ 開発水の転用に伴う施設管理規程の変更

・長良川河口堰に関する施設管理規程

長良川河口堰の開発水のうち愛知県工業用水を愛知県水道用水に転用（5.46㎥

/s）するため及びこれに伴う費用負担割合の変更に係る上記施設管理規程変更の

（ ）。認可申請を行った 変更に係る主務大臣への認可申請：平成２０年３月２７日

（５）未処理用地への対応

残存登記等のある未処理用地の処理については、各事業所において平成１９年度の

処理方針・処理計画を策定し、計画的な処理に努めた。

その結果、平成１９年度においては、２６筆の処理を行った。

、 、 、 、また 未処理用地を処理するに当たり 交渉が難航している事案については 本社
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支社・局と各事業所との間で情報を共有し、体制の強化を図った。

（６）不法占有等の対応

機構施設における不法占有・不法投棄事案については、平成１８年１月の全管理所

を対象とした調査結果 不法占有３８例 建築物・工作物 耕作事案等 不法投棄４２（ （ 、 ）、

例（家庭ごみ、産業廃棄物、大型電化製品等 ）を基に取組を進めた。また、裁判等の）

法的手段等も念頭に置き、原因者の特定、施設管理への支障、原因者への対応、警察

への協力要請など最適な手法等を内容とするマニュアルの作成を進めた。

平成１９年度は、６～７月に実施したヒアリングにより状況把握を行い、各事務所

ごとの対応事例を集約したところである。この集約について、各事務所個別対応の参

考として年度末に全管理所において活用できるようにした。

（７）施設管理の受託

水資源の利用の合理化が図られるよう、ダムに貯留した水を利用した発電に係る一

部施設の管理（１７施設）を発電事業者より委託を受け、これを的確に実施した。こ

れにより発電事業者による発電事業が実施され 平均３２６日間の発電がなされた 詳、 。〔

、「 ．（ ） ） （ ． ）」 〕。細については ２ ３ ①４ 附帯業務及び委託発電業務 Ｐ １３０ に記載

中期目標等における目標の達成状況

平成１９年度についても、７水系における水道用水・工業用水・農業用水の安定

的な供給や、洪水被害の軽減、渇水影響の回避等のため、施設管理規程に基づく的

確な管理を実施している。また、施設を取り巻く環境や管理実態を踏まえて、施設

管理規程等についても適切に見直しを実施しており、中期計画に掲げる的確な管理

等（安定的な水供給等）については、本中期目標期間中、着実に目標を達成できた

ものと考えている。
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（３）的確な施設の管理

①施設管理規程に基づいた的確な管理等

１）水質保全等の取組

（中期目標）

日常的に水質情報を把握し、安全で良質な水の提供に努めること。また、水質が

悪化した場合及び水質事故発生時には、河川管理者、利水者及び関係機関との調整

を図り、その影響の軽減に努めるとともに、必要に応じその対応について率先した

役割を担うこと。

（中期計画）

安定的な水供給に当たっては、安全で良質な水の供給に努める。また、水質情報

の把握を行い、富栄養化現象など水質に異常が見られた場合には、利水者や関係機

関との連絡調整を図るとともに、必要に応じて、水質改善についての検討を行い、

可能な対策を実施する。

（年度計画）

安定的な水供給に当たっては、ダム、堰及び水路等の施設を適切に維持管理するとと

もに、気象、水象等の情報を把握した上で、ゲート等の適切な操作を行うことにより、

安全で良質な水の供給に努める。

また、全管理所において日常的に水質情報を把握し、富栄養化現象などの水質に異常

が見られた場合には、利水者や関係機関との連絡調整を図るとともに、必要に応じて、

水質改善についての検討を行い、対策設備の運用やその見直し等の措置を講ずる。

このほか、着実で計画的な水質管理を行うために、貯水池水質管理計画の運用を通じ

た水質管理を２６ダムで実施する。

（年度計画における目標設定の考え方）

施設を適切に維持管理し、気象・水象等の情報を把握し、これらの情報に基づきゲート等の適切な

操作を行い、安全で良質な水の供給に努めることとした。

また、全施設において日常的に水質情報の把握を行い、水質に異常が見られた場合には、速やかに

利水者や関係機関との連絡調整を図り、必要に応じて水質改善についての検討を行い、対策設備の運

用等の措置を講ずることとした。

（平成１９年度における取組）

水質保全等の取組■

１．安定的な水供給

利水者の水利用計画及び河川流量、雨量等の水象・気象情報を的確に把握すると

ともに、全ての施設についてその機能が確実に発揮できるよう定期的な点検や整備

を行っている。
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２．水質保全等の取組

（１）水質情報の把握

機構が管理している全４９施設において、日常的

に巡視を行ったほか、定期水質調査、水質自動観測

及び利水者等からの水質データの入手等により詳細

な水質情報の把握を行い、必要に応じて速やかに水

質対策を実施し、水質異常による影響の軽減を図っ

た。

さらに、把握した水質に関する情報は、積極的に

利水者等関係機関に提供を行うとともに、３３施設

でホームページに掲載して公表した。

表－１ 水質情報の把握及び情報の提供

巡 視 定期水質 水質自動 関係機関か 関係機関へ にホ ー ム ペ ー ジ

調 査 観測装置 らの水質デ の水質情報 よ る 水 質

ータの入手 の 提 供 情報の提供

管理施設数 ４９ ４４ ３７ ３２ ３７ ３３

なお、平成１９年における機構管理施設の水質状況については、平成２０年度に水

質年報として取りまとめ、公表する予定である。

（２）水質異常の未然防止

貯水池等で富栄養化が進むと、藻類が異常増殖し、アオコや淡水赤潮が発生しやす

くなり、景観障害や異臭味障害、浄水場におけるろ過障害などの可能性が高くなる。

また、洪水等の出水後においては、貯水池における濁水の長期化や冷水現象が発生す

る場合がある。

こうした水質異常に対しては、水質の監視、曝気循環設備等の各種水質対策設備を

貯水池等に設置・運用するほか、関係機関とも連携して流域からの負荷削減にも努め

るなど、水質異常の発生抑制を図っている。

表－２ 水質異常発生抑制のための水質対策設備設置状況

副ダム 遮光設備
曝気循環 深層曝気 分 画 バイパス

設 備 設 備 フェンス 水 路

管理施設数 ９ ６ ７ ３ ３ ３

写真－１ 水質調査の実施状況

（長良川河口堰）
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具体的な取組事例

○ 取組事例１

下久保ダムにおいては、特に秋～冬におい

て発生する中小規模出水によって、貯水池へ

濁水が流入し、たびたび濁水長期化が発生し

て景観障害が起きるため、地元から改善の要

望が出されていた。

このため、既往データを基に、濁水挙動モ

デルを用いたシミュレーションを行い、問題

視される中小規模出水による濁水を、濁水フ

ェンス（分画フェンス）を設置することによ

り軽減を図ることとした。

平成２０年度からは、実運用において効果

を検証することとしている。

○ 取組事例２

浦山ダムでは、ダムからの濁水放流の軽

減、清流復活・生態系の保全等の水環境の

改善を目的として、国土交通省より「浦山

ダム水環境改善事業」の委託を受け、上流

河川からの流入水を直接放流設備へと導く

清水バイパスの設置工事を平成１９年３月

に竣工し、平成１９年度より運用を開始し

た。平成１９年９月の台風９号に伴う降雨

により浦山ダム貯水池には濁水が流入した

こと等により、平成２０年３月まで貯水池

の濁りは高い状態が続いた。ダム貯水池において濁度１０を超える日数が１５

２日（平成１９年１０月８日～平成２０年３月７日）あったが、清水バイパス

の運用により放流水が濁度１０を超えた日数は３１日となり、放流水の濁りは

大幅に軽減されており、効果を上げている。

（３）水質異常発生時の対応

水質異常発生時には、関係機関に速やかに連絡するとともに、選択取水設備等を運

用し、できる限り良好な水を供給するなど影響の軽減を図った。

平成１９年度は、梅雨入り梅雨明けともに遅れたが、年平均気温は全国的に高く、

８月は各地で記録的な高温となり９月の残暑も厳しかった。

このため、１６施設で植物プランクトンの異常増殖により、水面に緑色の粉を浮か

べたような状態になるアオコ（主に６月から１１月に発生）や褐色ないし黄色みを呈

写真－２ 分画フェンス設置状

況（下久保ダム）

写真－３ 濁水長期防止を目的

）とした清水バイパス（浦山ダム
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する淡水赤潮（主に３月から６月に発生）等の水質異常が計４２件発生した。

また、台風については、日本への接近数、上陸数は例年と特に変わりなかったもの

の、台風９号に伴う出水の影響により関東地方では、２施設で２件の濁水長期化が生

じた。

表－３ 水質異常時の対応状況

このような水質異常時においては、臨

時水質調査等を実施し、詳細な状況を把

握するとともに、状況に応じて選択取水

設備の運用や拡散防止を目的としたフェ

ンスの設置、アオコの回収を行う等、利

水者等への影響を可能な限り軽減するよ

う対策を実施し、安全で良質な水供給に

努めることとしている。

また、こうした各施設における水質異

常の発生と対応の状況については、機構

内の対応強化を図るため、逐次情報をパ

ソコンを通じた社内ＬＡＮに掲載し、情

報の共有化を図った。

（４）水質改善を進めるためのその他の取組

水質改善に向けた取組として、利水者等関係機関との情報・意見交換を通じて相互

理解と連携強化を図った。また、検討会の開催を通じ学識経験者等からの助言を得な

図－１ 水質異常の情報の共有化

（全社社内ＬＡＮ)

平成19年度植物プランクトンの異常増殖及び濁水長期化等の発生状況

水質障害 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

矢木沢ダム 淡水赤潮

下久保ダム
淡水赤潮
水の華
濁水長期化

草木ダム 淡水赤潮

東金ダム アオコ

長柄ダム アオコ

大島ダム 淡水赤潮

万場調整池
淡水赤潮
アオコ

芦ヶ池調整池 アオコ

東郷調整池 アオコ

前山調整池 アオコ

木曽川
用水

蜂屋調整池
淡水赤潮
アオコ

阿木川ダム アオコ

三重
用水

加佐登調整池 アオコ

施設名

房総
導水路

豊川
用水

愛知
用水

数値は発生施設数（　　）内は発生件数

発生施設数

（発生件数）
※１ 監視強化

関係機関
へ連絡

臨時水質
調査実施 影響軽減対策

※２

16 14 15 11 7 5 4 2

(22) (18) (20) (11) (8) (6) (4) (2)

12 10 11 10 2 2 1 1

(19) (15) (14) (12) (2) (2) (1) (1)

1 1 0 1 0 0 0 0

(1) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

2 2 1 1 0 0 1 0

(2) (2) (1) (1) (0) (0) (1) (0)

※３　水質対策設備設置：発生施設のうち、発生抑制のために曝気循環設備、深層曝気設備、分画フェンス、バイパス水路、副ダムのい
ずれかが設置されているもの

※４　アオコ、淡水赤潮、水の華は、湖面の着色が目視により確認できた期間を整理した。異臭味は貯水池内で臭気物質が高濃度で検出
された場合、あるいは利水者等からの連絡があった場合とし、濁水長期化は下流河川への放流水の濁りが１週間以上継続した場合等を整
理した。
　なお、藍藻類が優占種として発生している場合は「アオコ」、湖面が植物プランクトンの発生により黄色～赤色に着色されている場合
は「淡水赤潮」、それ以外で湖面が植物プランクトンの発生により着色されている場合は「水の華」として計上した。

記者発表

発生後の対応
水質対策

設備設置
※３

濁水長期化
※４

ホームページ
への掲載

※１　発生件数：１つの施設に複数の調整池等がある場合、それぞれの調整池等の水質異常発生数を計上した。また、いったん水質異常
が収束した後に、再度発生した場合も計上した。

※２　影響軽減対策：発生後に、取水深の変更やフェンス設置等による下流流出防止対策、アオコ回収、貯水池内の回転率を上げる等の
措置を講じたもの

アオコ
※４

淡水赤潮
※４

水の華
※４

異臭味（原水）
※４
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がら水質対策設備の設置及び効果的・効率的な運用の検討を行うとともに、関係機関

と共同で水質改善対策の工夫や新たな水質改善の方法について検討を行っている。

① 利水者等との連携の強化

利水者等との連携強化を図ることを目的として、水質や水質保全の取組状況に関

する情報の共有、問題発生時に備えた連絡・体制等の充実等を図ったほか、現地見

学会や水質に関する情報・意見交換会の開催や参加を通じて利水者等の機構への要

望や意見を把握し、業務への反映に努めた。

具体的な取組事例

布目ダムにおいては、下流ユーザーと平

成３年度から毎年「水質保全連絡会」を開

催し、貯水池管理について、水質保全設備

の運用状況・水質調査結果の報告及び意見

交換会を行ってきている。

平成１９年度も、布目ダムの水質保全設

、備である選択取水設備や浅層曝気循環設備

深層曝気設備の運用や貯水池水質データに

ついて確認を行った。

今後も情報の共有・連絡体制等の充実を

実施していく予定である。

写真－４ 水質保全連絡会

（布目ダム）
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② 学識経験者等からの助言を踏まえた取組

水質改善に向けて、検討会の開催を通じて学識経験者等の助言を得ながら、地元

関係機関と共同で取組を進めた。

具体的な取組事例

○ 取組事例１

日吉ダムにおいては、ダム下流で懸念さ

れている冷濁水問題に取り組むため、平成

「 」１７年度から 日吉ダム冷濁水対策検討会

を設置し、冷濁水発生のメカニズムや対策

案について検討を行い、平成１９年３月に

日吉ダム冷濁水対策マニュアル（案）を策

定した。

平成１９年度は、マニュアル（案）を運

用することにより、過去に比べ明らかに影

響が軽減されており、対策の有効性を確認

した。引き続き、平成２０年度もマニュア

ル（案）を運用し、データ蓄積に努める予

定である。

○ 取組事例２

阿木川ダムでは、平成１７年度に国土交

通省から委託を受けた「阿木川ダム貯水池

水質保全事業」において９基の曝気循環設

備を設置するとともに、学識経験者等で構

成される阿木川ダム水質保全検討会におい

て、その運用について検討を行ってきた。

平成１９年度は配置計画されていた残りの

曝気循環設備３基を設置するとともに、前

年度に設置した設備の効果について確認調

査を実施し、その調査結果等を検討会に報

告した。

平成２０年においても学識経験者等の指

導・助言を得ながら、設備の運用方法の策定、水質対策の効果の把握を実施し

ていく予定である。

写真－５ 冷濁水対策検討会

）（日吉ダム

写真－６ 曝気循環設備設置

状況（阿木川ダム）
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③ 既設水質対策設備の効果的な運用と新たな水質対策技術の試行

既存の設備の効果を最大限に発揮させるための工夫を行うとともに、まだ実用化

に至っていない新たな技術について、効果把握のための実験、調査を行っている。

具体的な取組事例

○ 取組事例１

一庫ダムにおいては、貯水池底層の

溶存酸素の改善を目的に設置している

深層曝気設備を活用して、底層の溶存

酸素を改善しつつ、余剰空気を利用し

た浅層曝気循環によるアオコ増殖抑制

対策を平成１８年度より試行的に実施

した。

平成１９年度においては、曝気吐

出口より浅い部分の水温が均一化す

ることが確認できたものの、アオコ

の発生を抑制するまでには至らなかっ

た。

平成２０年度も引き続き深層曝気設

備を活用した浅層曝気循環設備を２基

試行運用し、最適な施設規模の検討・

検証を行っていく予定である。

○ 取組事例２

新たな水質対策技術として、光触媒によ

る藻類増殖抑制の可能性について、平成１

７年度から引き続き検討を行った。

平成１９年度は、遮光対策と組み合わせ

た手法で東総用水の長山ファームポンドを

使って現地実験を行った。藻類増殖抑制に

対して一定の効果を有するものの、費用対

効果は遮光のみの場合と比較して小さいこ

となどを確認した。

図－２ 浅層曝気設備の試験運用概念図

写真－７ 浅層曝気設備の試験運用

（一庫ダム）
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場実験の状況（東総用水）
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④ 地域と連携した取組

水質改善に向けて地元関係機関、ＮＰＯ、地元高校生等と連携した取組を行って

いる。

具体的な取組事例

阿木川ダムにおいては、地元住民

と連携した貯水池水質改善の取組と

して、ダム湖内で地元の恵那農業高

校生と協力し、水生植物（空心菜）

の水耕栽培実験を実施している。

平成１９年度は、同校とともに、

「 」内閣府 地方発の地域経済建て直し

政策コンペに応募し、水生植物の栽

培により、富栄養化現象を負の価値

から正の価値へ転換するとともに、

地域住民と連携することでダム流域

住民のダム水質に関する意識向上と

地域活性化を図るという提案趣旨に

より、特別賞に選ばれた。

阿木川ダム管理所においては、今

後においても地域住民の方々ととも

に、より発展的に取組を継続したい

と考えている。

⑤ 着実で計画的な取組に向けて（貯水池等水質管理計画）

水質改善の取組では、毎日の気象、水象デ

ータ等と水質の変化との関係を把握し、対策

を講じていく中で、蓄積された経験を基に関

係機関と連携して水質改善を図ることが重要

。 、 、である そのため 平成１９年度においては

ＰＤＣＡサイクルの考え方を取り入れた「貯

水池等水質管理計画」の作成対象ダム数を拡

大して２６ダムで作成し、計画に基づいた水

質管理を実施した。平成２０年度は、対象ダ

ム数を全２９ダムに拡大するとともに、水路

等の施設についても計画作成に向けた検討を

行う。

図－３ 新聞記事掲載 内閣府特別賞受賞

（平成１９年１２月２８日 中日新聞）

写真－９ 水生植物栽培状況（阿木川ダム）

図－２ 貯水池等水質管理

計画の枠組み
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⑥ 水質に関する組織的取組

機構は 「安全で良質な水を安定して安くお、

届けする」という経営理念のもと、良質な水源

確保のため、さまざまな水質改善に向けた検討

を行っているところである。

各現場での取組、新たな水質改善に関する技

術等水質に関する情報を関係部署で共有すると

ともに、現場で活用するための実践的な検討を

通じて、更なる水質改善に向けた取組を推進す

るため、機構職員による「水質改善検討会」を

平成１８年度に設置した。

平成１９年度においては、曝気循環設備をテ

ーマに取り上げた検討会を開催し、曝気循環設備の詳しいメカニズムや効果的・効

率的な運用方法、各ダムにおける設置・運用の事例等を取りまとめ、成果を実際の

現場で活用できるようにした。

さらに、水質問題を体系的に捉え、取組の方向性について検討するため、正副理

事長をはじめとする役職員による「水質に関する勉強会」を本社に新たに設け、水

質問題に関する今後の経営戦略について方針を明確化した。

中期目標等における目標の達成状況

昨年度までに引き続き、機構が管理している全４９施設において巡視を行ったほ

、 、 、 、か 定期水質調査 水質自動観測装置 利水者等からの水質データの入手等を行い

必要に応じて速やかに水質対策を実施した。また、安全で良質な水を安定的に供給

、 、 、 、 、するために 布目ダム 日吉ダム 阿木川ダム等において 利水者等と連携しつつ

水質改善についての検討を行い、対策を実施した。

以上により、中期計画に掲げる施設管理規程に基づいた的確な管理等（水質保全等

の取組）については、本中期目標期間中、着実に目標を達成できたものと考えてい

る。

写真－１０ 水質改善検討会の

開催状況（本社）



- 109 -



- 110 -

（３）的確な施設の管理

①施設管理規程に基づいた的確な管理等

２）水質事故時の対応

（中期目標）

日常的に水質情報を把握し、安全で良質な水の提供に努めること。また、水質が

悪化した場合及び水質事故発生時には、河川管理者、利水者及び関係機関との調整

を図り、その影響の軽減に努めるとともに、必要に応じその対応について率先した

役割を担うこと。

（中期計画）

水質事故等の発生時においては、利水者、河川管理者、関係機関等と連絡・調整

を図り、的確な施設操作を行う等、その影響の軽減に努める。

（年度計画）

水質事故等の発生時においては、利水者、河川管理者、関係機関等と連絡・調整を図

り、利水者の取水障害をできる限り防止するよう、取水位置の変更やオイルフェンスの

設置などを行うとともに、事故時等に備えるため、資材等を備蓄する。

（年度計画における目標設定の考え方）

水質事故対応として本社、各支社・局及び各管理所においては、事故発生の情報の速やかな把握、

関係機関等との連絡調整、各施設においては、適切な対応をとること等により利水者への影響の軽減

に努めることとした。

（平成１９年度における取組）

水質事故時の対応■

１．水質事故の発生状況と対応

水質事故（汚染）の対応では、水路やダム貯水池への油類の流出や車の転落事故に

よる油の流出事故発生時に、オイルフェンスの設置やオイルマットによる油の回収、

拡散防止等の対応を適切に行った。

また、車両転落事故の被災者の救援を含め、関係機関との連絡・調整、取水量変更

や取水停止等の協議を行い、水質の安全確保に向けた対応を図った。

機構が関係する水質事故の多くは、第三者に起因する関係河川や機構施設への油類

の流入によるものである。平成１９年度には、機構が管理する４９施設のうち１７施

設内で４２件（表－１）の水質事故が発生した。事故の現象別に機構における対応措

置の状況、利水者等への影響の有無の状況をまとめると表－２のとおりである。これ

によると、４２件の水質事故のうち、油類の浮遊が２９件と最も多く、６９％を占め

ている。これらの水質事故に対する対応措置としては、オイルフェンス及び吸着マッ

トの設置が２１件（５０％ 、水質分析を行ったものが１３件（３１％ 、中和剤の散） ）

布を行ったものが１件（２％）となっている。また、これらの水質事故が取水停止等

（ ） 、 、 、利水者等に影響を及ぼしたのは６件 １４％ であるが これらにおいても 利水者
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関係機関と連絡調整を図るとともに、取水位置の変更、オイルフェンス、オイルマッ

ト設置等の対策を迅速に実施するなど、水質被害の拡大防止及び被害軽減の措置を適

切に行っている。

なお、各水系ごとに設置されている「水質汚濁対策連絡協議会」より連絡のあった

７水系全体の水質事故件数は計２７５件であった （平成１３年度１４６件・平成１４。

年度２２６件・平成１５年度２１０件・平成１６年度１３９件・平成１７年度２５７

件・平成１８年度２５６件・平成１９年度２７５件）

表－１ 水資源開発施設における水質事故報告

表－２ 平成１９年度 水質事故の原因と対応措置等の状況

事故内容 発生日時 当該事務所 事故発生場所
水質事故
原因物質

水質事故
原因者

合計

塩化物イオン濃度増加 平成19年12月7日木曽川用水総合管理所 長良導水取水口 分析機器異常 － 1
機械油流出 平成19年5月21日豊川用水総合事業部 大野頭首工直上流　阿寺川 機械油 一般住民 1

平成19年5月25日木曽川用水総合管理所 蜂屋調整池 機械油 不法投棄 1
平成19年6月28日霞ヶ浦用水管理所 霞ヶ浦揚水機場　2号圧油装置 機械油 機構 1
平成19年11月16日沼田総合管理所 奈良俣ダム　 機械油 機構 1
平成19年11月28日一庫ダム管理所 一庫ダム　減勢池 機械油 機構 1
平成19年12月1日両筑平野用水総合事業所女男石頭首工上流　野鳥川 機械油 事業者 1

魚類斃死 平成19年5月2日沼田総合管理所 矢木沢ダム直下流　須田貝ダム貯水池上流端 魚類斃死 不明 1
平成19年7月6日千葉用水総合事業所 東金ダム貯水池 魚類斃死 不明 1
平成19年7月5日利根川下流総合管理所 石出樋門 不明 不明 1

軽油流出 平成19年7月13日豊川用水総合事業部 寒狭川頭首工上流　海老川 軽油 事業者 1
平成19年8月8日群馬用水総合事業所 利根川支川（利根川まで2k）　関越道月夜野IC付近軽油 事業者 1
平成20年3月26日利根導水総合管理所 見沼代用水路　蓮田第1チェック下流 軽油 事業者 1

車両転落による油流出 平成19年9月23日高山ダム管理所 高山ダム八幡橋上流 油類 一般住民 1
平成20年1月30日豊川用水総合事業部 大島ダム　 油類 一般住民 1

転落車から油流出 平成19年8月14日高山ダム管理所 貯水池 油類 不明 1
灯油流出 平成19年8月29日比奈知ダム管理所 貯水池　上流赤岩大橋付近 灯油 不法投棄 1

平成19年9月12日両筑平野用水総合事業所野鳥川支川　高内川（女男石頭首工1km上流） 灯油 事業者 1
平成19年10月12日利根導水総合管理所 利根大堰上流　福川周辺 灯油 事業者 1
平成20年2月26日一庫ダム管理所 一庫大路次川 灯油 事業者 1
平成20年3月3日布目ダム管理所 布目ダム　副ダム 灯油 不法投棄 1

米ぬか油流出 平成19年9月29日室生ダム管理所 室生ダム上流　香酢川 米ぬか油 事業者 1
油膜確認 平成19年4月25日沼田総合管理所 矢木沢ダム　洪水吐付近 植物由来の油 不明 1

平成19年11月2日千葉用水総合事業所 大和田機場　スクリーン前 植物由来の油 不明 1
平成19年11月27日利根導水総合管理所 邑楽用水路　八幡下チェック上流 不明 不明 1
平成19年12月3日千葉用水総合事業所 横芝揚水機場　 不明 不明 1
平成19年12月4日千葉用水総合事業所 大和田機場　スクリーン前 植物由来の油 不明 1
平成19年7月5日利根川下流総合管理所 桁沼川 不明 不明 1
平成20年1月26日高山ダム管理所 貯水池上流　治田川 不明 不明 1
平成20年2月12日群馬用水総合事業所 利根川本川（綾戸取水工・岩本取水工） 油類 事業者 1
平成20年3月13日群馬用水総合事業所 榛名幹線　宮昌寺第2トンネル内 油類 事業者 1
平成20年3月25日千葉用水総合事業所 小野川放水路　（北総東部用水取水口） 機械油 事業者 1

消火剤流出 平成19年7月5日筑後大堰 筑後川支川　金丸川 消火剤 不明 1
ガソリン流出 平成19年4月23日岩屋ダム管理所 岩屋ダム上流　飛騨川 ガソリン 事業者 1
油類流出 平成19年12月3日利根川下流総合管理所 備前川下流部 油類 不明 1

平成19年12月14日利根川下流総合管理所 備前川下流部 油類 不明 1
平成19年7月12日利根川下流総合管理所 笹川閘門 油類 不明 1
平成19年10月11日利根川下流総合管理所 笹川閘門 油類 不明 1
平成19年12月13日利根川下流総合管理所 横利根川 油類 不明 1

膜確認 平成20年3月3日両筑平野用水総合事業所福岡県　持丸浄水場　沈砂池内 不明 不明 1
水面発泡 平成20年3月11日霞ヶ浦用水管理所 小貝川注水工 不明 不明 1
接着剤流出 平成20年3月4日室生ダム管理所 室生ダム上流　香酢川　 接着剤 事業者 1

42
42

交通事故 不法投棄等 河川工事等 その他 不明 油類 その他 不明
機構及び
関係者

特定の
第三者

自然現象
不明

オイルフェン
ス等措置

パックテスト
等水質調査

中和剤措置 その他 有 無

油類の浮遊 ２９ ６ ４ ２ １０ ７ ２９ ４ １２ １３ １９ ６ １ ５ ５ ２４

浮遊物等の流下 １ １ １ １ １ １

魚類の斃死 ２ １ １ ２ ２ ４ ２ ２

臭気 １ １ １ １ １ １

その他 ９ １ ３ ５ １ ２ ６ １ ２ ６ １ ３ ５ ９

合計 ４２ ７ ４ ２ １６ １３ ３１ ３ ８ ５ １５ ２２ ２１ １３ １ １３ ６ ３６

原因物質 原因者 利水者への影響対応措置事　故
の現象

事故原因
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図－２ 水質事故原因物質の内訳

図－３ 油流出事故の処理フロー

不明, 7
分析機器異常, 1

軽油, 3

米ぬか油, 1

接着剤, 1

消火剤, 1

油類（特定不明）,
10魚類斃死, 2

植物由来の油, 3

灯油, 5

ガソリン, 1

機械油, 7

平成１９年度　水質事故原因物質内訳

水質事故総件数　42件
（平成20年3月31日現在）
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＜事例１＞

発 生 月 日：８月２９日

関 係 河 川 名：淀川水系名張川支川一庫大路次川

水質事故の内容：比奈知ダム貯水池上流の赤岩大橋で薄い油膜を確認した。

関係管理所等：木津川ダム総合管理所比奈知ダム管理所

対 策 方 法：オイルフェンスおよびオイルマットを設置し油膜の拡大防止

に取り組んだ。流出源を特定した結果ダム湖底から不法投棄

と思われるオイルフィルターを引き上げるとともに、貯水池

の監視を強化した。

写真－１ オイルフェンスの設置状況 写真－２ 発見したオイルフィルター

＜事例２＞

発 生 月 日：９月２９日

関 係 河 川 名：淀川水系宇陀川支川香酔川

水質事故の内容：室生ダム上流域の流入河川に油類の流出を確認した。

関係管理所等：木津川ダム総合管理所室生ダム管理所

対 策 方 法：タンクローリーが交差点で横転した際に積載していた米ぬか

油約７㎥が宇陀川支川香酔川に流出した。ダム湖にはオイル

マットによる油吸着処理を実施するとともにオイルフェンス

を設置した。ダム湖への流入に対し水質調査を実施し、河岸

の雑草に付着している油のほかダム湖に流入した油の回収を

関係機関と調整し回収した。なお、下流の水道取水への影響

はなかった。
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写真－３ ダム湖のオイルフェンス設置状況 写真－４ 油回収実施状況

＜事例３＞

発 生 月 日：１１月１６日

関 係 河 川 名：利根川水系

水質事故の内容：沼田総合管理所奈良俣ダム減勢池下流で油膜を確認した。

関係管理所等：奈良俣ダム管理所

対 策 方 法：減勢池下流で油膜を確認したことからオイルフェンスおよび

オイルマットを設置し油膜の拡大防止に取り組んだ。流出源

を特定した結果、ダム堤内に設置しているエレベータ設備か

ら油が滴下し、エレベータピットからトンネル、減勢池へ流

出したことを確認した。ダムからの放流は実施していなかっ

たことから油膜は減勢池下流には流出せず、利水者への影響

はなかった。

写真－５ オイルフェンス、オイルマットの設置状況
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２．資材の備蓄状況

機構の全施設（４９施設）では水質事故に備えてオイルフェンス、オイルマット等

の資材を備蓄している。

消費したオイルマット等は、原因者負担等により速やかに補充している。

３．関係機関との取組状況

１０月１７日に鬼怒川道場宿緑地において、関東地方水質汚濁対策連絡協議会が主

催する『関水対協連合水質事故対策訓練』に本社及び関東管内２事務所、計７名が参

加し、関係機関と連携した油流出時のオイルフェンスの設置訓練や採水・水質分析訓

練等を実施した合同実地訓練を行った。

また、水質事故対策として、水質事故の実態や情報連絡方法、事故発生時の調査ポ

イントについて、講習会に参加し実務担当者として対策要領の習熟を図った。

写真－６ オイルフェンス設置訓練 写真－７ オイルフェンス設置訓練

＜事例１＞

発 生 月 日：平成２０年２月１２日

関 係 河 川 名：利根川水系

水質事故の内容：群馬用水榛名幹線水路から取水している群馬県県央第一水

道事務所、高崎市水道局、群馬用水赤城幹線水路から取水

している県央第二水道事務所において油臭により取水停止

した。

関 係 機 関 等 国土交通省、群馬県、東京電力(株)：

関 係 管 理 所 等：群馬用水総合事業所、沼田総合管理所

対 策 方 法：利根川上流域湯ノ小屋沢川で発生している油類流出により

原因者による油類流出防止措置を実施するとともに、群馬

県、国土交通省、水資源機構及び東京電力は、随時、利水

者を含めて情報連絡を行っている。群馬用水総合事業所で

は、群馬県、市の取水口にオイルフェンス及びオイルマッ
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トを設置するとともに、油臭発生以降、群馬用水幹線水路

から綾戸取水口及び岩本取水口まで毎日、油類および油臭

の確認を実施している。また、沼田総合管理所は、群馬県

からの要請を受けて、施設巡視に合わせて流出原因箇所周

辺の河川状況について情報提供及びオイルフェンス等の資

材の提供を実施している。

写真－８ 利根川上流域の油流出地点

中期目標等における目標の達成状況

平成１９年度においても、機構が管理している施設等において、水質事故発生時

には、関係する河川管理者、利水者及び関係機関との連絡調整を行うとともに、必

要に応じ取水位置の変更や関係機関との連携によるオイルフェンス等の設置などを

実施し、被害の拡大防止及び影響軽減に努めてきており、中期計画に掲げる施設管

理規程に基づいた的確な管理等（水質事故時の対応）については、目標を達成でき

たものと考えている。

油流出地点
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（３）的確な施設の管理

①施設管理規程に基づいた的確な管理等

３）洪水被害の防止または軽減

（中期目標）

③ 特定施設においては、的確な洪水調節操作を行い、洪水被害の防止又は軽減を

図ること。

（中期計画）

特定施設については、的確な洪水調節操作を行い、洪水被害の防止又は軽減に努

める。

（年度計画）

特定施設については、的確な洪水調節操作を行い、洪水被害の防止又は軽減に努め

る。

出水時には下流域の洪水被害の軽減を図るため、平常状態となるまでは24時間体制で

防災態勢を執り、気象情報の収集・分析、設備の点検及び降雨予測に基づき流出量予測

を行う。ダムからの放流が必要な場合には、関係機関への適切な情報提供を行うととも

に、下流河川の巡視や警報により安全を確保しつつ、施設管理規程に基づき適切な洪水

調節を行う。

また、計画規模を超える出水に備えた事前放流について、平成18年度に引き続き、関

係者との調整を進めて可能なところから実施していくとともに、計画規模を超える出水

時における放流方式について検討を行い、関係者との調整の上、可能なところから施設

操作への反映を行う。

このほか、出水時の円滑な対応を図るため、浸水被害の想定等について関係機関との

情報の共有化に努める。

（年度計画における目標設定の考え方）

管理する特定施設（ダム、河口堰、湖沼水位調節施設等26施設）において、施設管理規程に基づい

た的確な洪水調節操作を行い、下流域等の洪水被害の防止又はその軽減を図ることとした。

（平成１９年度における取組）

特定施設の的確な洪水調節操作■

１．平成１９年の洪水への対応

平成１９年は、全国的に降水量が少なかったが、主に、日本に上陸した３個の台風

（４号、５号、９号）により、洪水が発生した。その中でも、台風９号は関東地方を

縦断したため、関東全域に記録的な雨を降らせた。

このような状況下において、機構施設全体で、５９２回、延べ１４８３日、うち特

定施設では、３９８回（約１４回／年・施設 、延べ６７４日（約２４日／年・施設））

の防災態勢（注意態勢、第一・第二警戒態勢）を執った。

特定施設のうちダム（全２０ダム）では、２４９回の防災態勢を執り、１３ダムに
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おいて延べ２５回の洪水調節を実施し、下流河川の洪水被害の軽減に努めた。

また、３機場（延べ７回）において、洪水排水を実施した。

早明浦ダムでは、７月の台風４号による洪水を効果的に貯留し、異常渇水を回避す

るとともに、下流での浸水被害を軽減した。

表－１ 平成１９年度洪水調節実績一覧表

放流量
(ｍ3/s)

調節量
(ｍ3/s)

5月11日 矢木沢ダム 融雪・低気圧 105 0 105
みなかみ町湯原地
点1.1m低減

5.5 時間

5月25日 矢木沢ダム 低気圧 106 0 106
みなかみ町湯原地
点0.9m低減

14.5 時間

6月28日 矢木沢ダム 低気圧 304 0 304
みなかみ町湯原地
点1.6m低減

15.2 時間

7月2日 寺内ダム 梅雨前線 125 8 117

7月6日 寺内ダム 梅雨前線 91 66 26

7月7日 寺内ダム 梅雨前線 100 91 9

7月12日 日吉ダム 梅雨前線 453 133 320
亀岡地点
1.1m低減

118.7 時間

7月14日 池田ダム 台風4号 7995 7503 492
三好大橋地点
1.8m低減

126.0 時間

7月14日 早明浦ダム 台風4号 3269 676 2593
本山橋地点
3.1m低減

143.0 時間

7月14日 富郷ダム 台風4号 614 249 365
吉野瀬地点
1.4m低減

263.0 時間

7月15日 阿木川ダム 台風4号 136 120 16
大門地点
0.1m低減

130.5 時間

7月17日 布目ダム 梅雨前線 140 30 110
興ヶ原地点
0.5m低減

11.5 時間

7月17日 室生ダム 梅雨前線 363 205 158
安部田地点
0.7m低減

43.3 時間

8月3日 池田ダム 台風5号 5257 4956 301
三好大橋地点
0.7m低減

92.0 時間

8月3日 早明浦ダム 台風5号 1750 807 943
本山橋地点
1.6m低減

103.0 時間

8月23日 布目ダム 前線 104 14 90
興ヶ原地点
0.6m低減

7.8 時間

9月6～7日 浦山ダム 台風9号 328 11 317
花御堂地点
1.6ｍ低減

53.7 時間

9月6～7日 下久保ダム 台風9号 1481 525 956
若泉地点
1.7m低減

337.5 時間

9月7日 矢木沢ダム 台風9号 102 0 102
みなかみ町湯原地
点1.1m低減

28.0 時間

9月7日 奈良俣ダム 台風9号 102 0 102
みなかみ町湯原地
点1.1m低減

28.0 時間

9月7日 草木ダム 台風9号 1197 570 627
桐生市相生地点
0.8m低減

101.5 時間

9月12日 矢木沢ダム 前線 126 0 126
みなかみ町湯原地
点0.9m低減

6.0 時間

9月17日 早明浦ダム 台風11号 1930 59 1871
本山橋地点
4.0m低減

100.0 時間

10月27日 矢木沢ダム 台風20号 128 0 128

10月28日 矢木沢ダム 台風20号 107 0 107

ダム下流地点
水位低減効果

防災態勢
継続時間
（時間）

最大流入時の

日時 ダム名 出水原因
ダム最大
流入量
(ｍ3/s)

247.5 時間
金丸橋地点
1.4m低減

みなかみ町湯原地
点0.8m低減

9.5 時間
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２．早明浦ダムの洪水調節とその効果

台風４号は、上陸時の中心気圧が９４５ヘクトパスカルで、７月に上陸した台風と

、 。しては観測記録が残る１９５１年以降で最も強く 九州・四国地方に大雨を降らせた

早明浦ダムの流域では、流域に５０５mmの降雨を観測し、３，２６７ｍ /sの流入量に3

、 ， 、 ， 。対し ２ ５９３ｍ /sの調節を行い 約１４ ８００万ｍ の流水をダムに貯留した3 3

その結果、下流の本山橋では、約３．１ｍの水位低下効果により、河川のはん濫注意

（ ） 、 。水位 水防団が出動する水位 に達することなく推移し 下流地域の被害を防止した

なお、早明浦ダムの洪水調節がなければ、河川水位ははん濫注意水位を約１．６ｍ超

えるばかりか、はん濫危険水位（この水位までに住民は避難完了を求められている水

位）を約０．４ｍ超えていたものと推定される。また、この洪水により、５月から続

いていた取水制限が全面解除された。

図－１ 早明浦ダムにおける洪水調節（７月１４日～１５日）

図－２ 早明浦ダムによる水位制御効果
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３．関東地方に大雨をもたらせた台風９号における下久保ダムの洪水調節効果

台風９号は、９月６日に伊豆半島に上陸後、関東地方を北上し、西部山間部を中心

に累計雨量が５００ｍｍを超える記録的な降雨を観測した。

下久保ダムの流域では、流域に管理開始以降２番目に多い４１６ｍｍの降雨を観測

し、１，４８０ｍ /sの流入量（管理開始以降２番目）に対し、９６０ｍ /sの調節を行3 3

い、約３，８２０万ｍ の流水をダムに貯留した。その結果、下流の若泉地点では、約3

１．７ｍの水位低下効果があり、河川の避難判断水位（市町村が避難勧告の発令を判

） 、 。 、断する水位 に達することなく推移しており 下流地域の洪水被害を軽減した 一方

、 、下久保ダムの洪水調節がなければ 河川水位は避難判断水位を約１ｍ超えるばかりか

はん濫危険水位（この水位までに住民は避難完了を求められている水位）まであと約

０．３ｍにまで達していたものと推定される。

図－３ 総雨量図（９月７日１４時点）
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図－４ 下久保ダムにおける洪水調節（９月５日～７日）

図－５ 下久保ダムによる水位制御効果

４．洪水排水による洪水被害軽減

（１）印旛沼開発施設
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害の軽減を図った。

表－２ 印旛沼開発施設の洪水排水運転実績

大規模な出水に備えた検討■

国土交通省より「豪雨災害対策緊急アクションプラン」に基づく「総合的な豪雨災

害対策の推進について（提言 」が平成１７年４月に発表され、機構においてもこの）

提言を踏まえて、以下のような取組を進めている。

１．事前放流の可能性の検討

事前放流は、ダムの計画を超えるような大規模な出水が予想される場合に、出水前

にダムからの放流を行い、洪水調節のための容量を出来る限り多く確保して、洪水調

節機能を強化するものである。一方で、事前放流を行った後に台風の進路が逸れるな

どして、予測した降雨がなかった場合には、水不足の危険性を増大させる可能性が高

い。このため、過去の降雨を解析し、回復可能な貯水容量を求めることによって、利

水面でのリスクを増大させないように事前放流を行う必要がある。これらについて検

、 、 、 、討を行い 関係機関との調整を経て 平成１９年度に下久保ダム 草木ダムにおいて

事前放流に係る実施要領を策定している。

、 、 、平成１９年９月の台風９号において 下久保ダム及び草木ダムでは 管理開始以降

、 、総雨量がそれぞれ２番目の降雨を記録し 事前放流を実施できる相当雨量であったが

渇水傾向で貯水位が低下していたため、この洪水では事前放流を行うには至らなかっ

た。

２．下流の被害状況を睨んだ非常時のダム操作

出水要因
累計雨量
（mm）

排水機場名 ポンプ運転期間
ポンプ延べ

運転時間（時間）
ポンプ台数
（台）

総排水量
（千m3）

 7/15  5:33～ 7/16  5:20

 7/17 10:00～ 7/17 19:15

大和田  7/14 23:32～ 7/15 23:00 97.0 １～６ 8,319

 9/ 6 19:24～ 9/ 7 19:00

 9/10 11:30～ 9/10 15:15　

大和田  9/ 7  1:30～ 9/ 7 16:00 35.8 １～５ 3,776

印  旛  9/12  7:34～ 9/13  6:00 105.9 １～６ 7,039

大和田  9/12 11:30～ 9/13  3:30 43.9 １～５ 4,637

印  旛 10/28  9:34～10/29  0:30 79.7 １～６ 4,988

大和田 10/27 20:20～10/28 12:00 65.1 １～５ 5,516

印 　旛 472.7 30,554

大和田 241.8 22,248

714.5 52,802

注：雨量は印旛沼の羽鳥観測所

小計

合計

印  旛 175.3

印  旛 111.8

75前線

87台風２０号

12,069１～６
117台風４号

１～６ 6,458
76台風９号



- 124 -

近年、豪雨の発生により、ダムの計画規模を超えるような大規模な出水が発生して

いる。このため、異常出水に対して、ダム下流の浸水被害を最小限に抑えるための放

流方式（非常時操作）について、洪水調節を目的とする全ダムで検討を開始した。阿

木川ダムでは、５月の洪水対応演習で非常時操作によるシミュレーションを関係機関

、 、 。と共同で実施し 問題点の洗い出しを行い 実施に向けた具体的な検討に入っている

また、早明浦ダムでは、異常洪水時における流入量に徐々に近づける操作において、

洪水調節容量を効率的に使用する操作（Ｖ－Ｑ法）について検討を進めている。

なお、阿木川ダムの「異常洪水時における浸水被害軽減のための非常時操作方法検

討」については、従前の操作規則による異常時対応操作で生じる床上浸水を回避する

操作方法を検討したとして、国、機構、都道府県、市町村及び電気事業者の管理する

施設の中から 「平成１９年 ダム・堰危機管理業務顕彰優秀賞」 を受賞した。、 ※

※ ダム・堰危機管理業務顕彰とは、国、機構、都道府県、市町村及び電気事業者の管理する施設に

おいて、他の範となる顕著な取組をダム・堰危機管理業務顕彰委員会〔委員長：中川博次（立命館

大学教授 、事務局：(財)ダム水源地環境整備センター内〕が表彰するものであり、最優秀賞及び）

優秀賞各１組並びに奨励賞２組が選ばれる。

阿木川ダム異常洪水時における浸水被害軽減のための非常時操作方法の検討

阿木川ダム下流には恵那市の中心街が位置し、多くの人が集う河川公園もあり、

初夏からアユ釣りも盛んに行われている。これらの下流の状況を踏まえて、阿木川

ダムでは、恵那市の洪水ハザードマップ公表にあわせ、一昨年より当該阿木川の流

下能力について検討を行った結果、計画を超える異常洪水が発生した場合、現行通

り（一定量120㎥/s放流～ただし書き放流）での異常時対応操作を行うと、一部で床

上浸水を含む被害が生じる可能性が明らかとなった。

○異常洪水時における被害を軽減するための新たな非常時操作方法を検討

①下流浸水被害発生流量の設定

阿木川下流の県水防基準観測所（大門水位観測局）での水位・流量と浸水被

害を検討し、流量規模～浸水面積～浸水戸数の関係を整理し、浸水被害発生流

量を設定した。

図－６ 流量と浸水戸数（黒：床下、青：床上、赤：合計）
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②非常時操作方法の検討

大門水位観測局の流量の規模に応じて、下流の浸水被害が発生する危険地点

での被害を段階的に回避する段階的移行操作方法を検討した。

図－７ 非常時の段階的移行操作

③非常時操作開始判断の検討

既往上位３洪水を基に検討を行い、以下のように非常時操作の判断基準を

定した。

・ダム流域平均流量：累計雨量が90mmに達し、さらに今後12時間予測雨量が160

mmを超えると予測される時

・ダム流入量：計画規模流入量850㎥/sを超えることが予測される時

・ダム下流の危険地点水位：従来の操作により、大被害発生水位を超えると予

測される時

図－８ 新たな非常時操作の効果
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段階的操作方法を実施することで、従来の操作方法に比べて被害を拡大すること

なく、計画洪水流量（850㎥/s）のおよそ１．５倍程度のピーク流量に対しても下流

の床上、床下浸水を回避できることが確認された。

３．関係機関との情報共有化

、 。 、出水時の円滑な対応を図るためには 関係機関との連携が不可欠である このため

ダム下流河川の状況、ダムの洪水調節操作、計画規模を超える出水時における浸水被

害の想定等について、河川管理者や地元市町との打合せを行うなど、関係機関との情

報共有化に努めた。

また、ダムの放流警報施設を、市町村が実施する流域住民への警戒避難に関する情

報伝達ツールとして活用することについて、関係市町村への情報提供を行った。平成

１７年度は一庫ダム、平成１８年度は下久保ダム、浦山ダム、阿木川ダム及び日吉ダ

ム、平成１９年度は新たに、青蓮寺ダム、室生ダム及び比奈知ダムにおいて関係市町

村と協定を締結し、延べ８ダムとなった。また一庫ダムでは、川西市と共同で放流警

報施設を利用した避難勧告訓練を実施した。

※出水時におけるダム等の管理（解説）

出水時におけるダム等の管理は、洪水被害からダム下流域等の、人々の生命

財産を守る極めて重要な役割を果たしている。

出水時には、防災業務計画により、本社、支社・局、総合事業所、総合管理

所及び管理所において、気象に関する注意報・警報などの情報、降雨や河川流

況に関する情報等に基づき、２４時間体制で迅速かつ的確な防災業務を実施し

ている。

、 、 、ダム等における出水時対応は 情報収集・流出予測を行うとともに 降水量

河川水位等の変化に併せて、関係機関への連絡、下流等の巡視・警報などを行

い、ゲート操作等により的確な洪水調節を行うものである。

上記の操作を行うにあたっては、河川の巡視・警報を行うとともに、ダム下

流の河川における、釣り、河原での行楽や川辺でのキャンプなど、多くの利用

者に対し、河川の外へ避難するよう呼びかけるなど細心の注意を払っている。

また、出水期の前には洪水に備えて下流地域の安全を確保し、河川管理者、

関係自治体、消防署、警察署、水防団等とダム等からの放流に関する連絡を密

にし、的確な洪水調節と下流域の安全確保に努めている。

（防災業務の内容）
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① 気象・水象・ダム諸量データの監視強化

② 防災態勢（注意態勢）発令及び防災要員の確保

③ 発電・バルブ放流増加

④ 気象・水象データの収集及び降雨・流入量予測

⑤ 洪水警戒体制発令（第一警戒態勢 ・関係機関への通知・ゲート等の点）

検及び予備発電の試運転

⑥ 洪水調節計画の検討（流入量予測）

⑦ ゲート放流開始の関係機関への通知・放流警報・下流巡視

⑧ ゲート放流開始

⑨ 洪水調節開始（管理状況報告）及び防災態勢（第二警戒態勢）の発令

⑩ 防災態勢（非常警戒態勢）の発令

⑪ 応急対策の実施

⑫ 緊急のダム操作申請・移行

⑬ 洪水調節終了（管理状況報告）及び防災態勢（第一警戒態勢）の発令
⑭ 洪水警戒体制の解除（関係機関への通知 ・ゲート放流終了・防災態勢）
の解除
⑮ 洪水調節報告作成・報告及び洪水調節に関する記者発表資料作成・投げ
込み
⑯ 災害復旧

①②③④⑦⑧ ⑨ ⑩ ⑬ ⑭
⑤ ⑫
⑥

図－５ 出水時の防災業務の流れ
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表－４ 管理所における防災態勢と防災業務

防災態勢 主な態勢条件 主な態勢業務 防災要員

１． ・気象台から大雨・洪水 ・防災態勢要員の招集 ２～３名

注意態勢 などの注意報・警報が ・関係機関への連絡・報告

発令された場合 ・気象及び水象等に関する情

・雨量や流入量が一定量 報収集

を超えた場合 ・流況監視、流況予測

など ・通信回線の確保

・記録の整理 など

２． ・降雨や河川水位が一定 注意態勢業務のほか ６～８名

第一警戒 量を超え、ゲートから ・洪水調節計画の策定

態勢 放流を行う必要がある ・防災用資機材等の点検

場合 ・連絡用車両等の確保

・台風の中心が一定の緯 ・一般からの問合せ等の応対

度経度に達した場合 ・電気通信設備等の点検

など ・予備電力の確保

・機械設備等の点検

・放流通知

・ダム下流巡視及び警報

・ゲート・バルブ操作

など

３． ・ダム流入量が洪水流量 第一警戒態勢業務のほか 全 員

第二警戒 に達する恐れがある場 ・堤体、貯水池等の巡視点検

態勢 合 ・応急対策用資機材等の点検

・洪水調節を行う必要が 準備

ある場合 ・ただし書き操作の検討

など など

４． ・重大な災害の発生が予 第二警戒態勢の業務のほか 全 員

非常警戒 想される場合 ・被災箇所の応急措置

態勢 ・緊急のダム操作が予想 ・広報に関する業務

される場合

など など
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中期目標等における目標の達成状況

平成１９年度においても、機構の管理する１３ダムで延べ２５回の洪水調節や排

水機場における洪水排水を実施しており、洪水被害を防止している。また、大規模

な出水に備え、事前放流や非常時操作の検討を行うほか関係機関との連携を図るよ

うに努めていることから、中期計画に掲げる施設管理規程に基づいた的確な管理等

（洪水被害の防止または軽減）については、目標を達成できたものと考えている。
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（３）的確な施設の管理

①施設管理規程に基づいた的確な管理等

４）附帯業務及び委託発電業務

（中期目標）

④ 施設管理に附帯する業務及び委託に基づき実施する発電に係る業務について

も、的確な実施に努めること。また、水資源の利用の合理化に資するため法第12条

第１項第２号に該当する施設として当該施設の管理を受託した場合には、的確な管

理を行うこと。

（中期計画）

施設管理に附帯する業務及び委託に基づき実施する発電に係る業務についても、

的確な実施を図る。

（年度計画）

施設管理に附帯する業務及び委託に基づき実施する発電に係る業務についても、的

確な実施を図る。

平成１９年度は、沼田総合管理所、千葉用水総合事業所等で施設管理に関する業務を

実施する予定である。

また、矢木沢ダム、早明浦ダム等で施設の発電に係る受託業務についても実施予定で

ある。

（年度計画における目標設定の考え方）

施設管理に附帯する業務や、委託に基づき実施する発電に係る業務についても、水資源の利用の一

層の合理化に資するため、施設管理と一体となって的確な実施を図る必要があることから、これを目

標として設定した。

（平成１９年度における取組）

附帯業務及び委託発電業務■

１．施設管理に附帯する業務

管理業務では、国土交通省、県、土地改良区、電力会社等から２２件の施設管理に

。 、 、附帯する業務の委託を受けた 業務の内容は 施設の管理・運転操作・整備等のほか

下久保ダム及び阿木川ダムでは環境整備等に関する業務の委託を受けた。

２．委託に基づき実施する発電に係る業務

平成１９年度には、平成１５～１８年度と同じく１７施設において発電事業者より

発電事業の一部について委託を受け、電力事業者の計画に基づく発電に係る業務を計

画どおり実施した。これにより各発電事業者は、年度計画の期間中に平均３２６（日

／施設）の発電を実施した 〔平成１５年度は平均３３７（日／施設 、平成１６年度。 ）

は平均３３０（日／施設 、平成１７年度は平均３３７（日／施設 、平成１８年度は） ）
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平均３３０（日／施設 〕）

表－１ 施設管理に附帯する業務

業務等の種別 件 数 合 計 額 委 託 元

施設の管理、運転監視等 １２件 ５５百万円 国土交通省、地方自治体等

環境整備、水質保全 ２件 ２４７百万円 国土交通省、愛知県・名古

屋市

観測、調査 ２件 ７百万円 国土交通省

その他 ６件 ６８百万円 国土交通省、地方自治体等

計 ２２件 ３７８百万円

表－２ 委託に基づき実施する発電に係る施設一覧と発電日数

施 設 名 委託者名 最大発電出力 年間発電日数

本 社 矢木沢ダム 東京電力 240,000kw ２３９

奈良俣ダム 群馬県 12,400kw ２１８

下久保ダム 群馬県 15,000kw ３６６

草木ダム 群馬県 61,800kw ３５０

浦山ダム 埼玉県 5,000kw ３６６

中 部 支 社 岩屋ダム 中部電力 354,400kw ２８１

味噌川ダム 長野県 4,800kw ３６６

愛知用水 関西電力 ２９１35,500kw

（牧尾ダム）

関 西 支 社 青蓮寺ダム 三重県 2,000kw ３６６

高山ダム 関西電力 6,000kw ３０４

比奈知ダム 三重県 1,800kw ３６６

吉 野 川 局 早明浦ダム 電源開発 42,000kw ３２１

池田ダム 四国電力 5,000kw ３６２

富郷ダム 愛媛県 6,500kw ３６６

新宮ダム 愛媛県 11,700kw ３６０

高知分水 四国電力 11,800kw ３５２

２６９筑 後 川 局 両筑平野用水 両筑土地改 1,100kw

（江川ダム） 良区

※平成１９年度実績

中期目標等における目標の達成状況

平成１９年度には、１６件の施設管理業務を管理に附帯する業務として受託し、

また、１７施設において発電に係る業務を受託し、計画どおり実施した。このよう

な施設管理に附帯する業務や、受託に基づく発電に係る業務を毎年継続しており、

中期計画に掲げる施設管理規程に基づいた的確な管理等（附帯業務及び委託発電業

務）については、本中期目標期間中、着実に目標を達成できたものと考えている。
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（３）的確な施設の管理

①施設管理規程に基づいた的確な管理等

５）環境への負荷の低減への取組

（中期目標）

的確な施設の管理

（中期計画）

環境の保全に配慮したダム管理のあり方についての調査検討を行うとともに、環

境への負荷の低減にも取り組む。

（年度計画）

環境の保全に配慮したダム管理のあり方についての調査検討を行うとともに、環

境への負荷の低減にも取り組む。

（年度計画における目標設定の考え方）

ダム湖等の水質保全のほかに、環境の保全に配慮したダム等の施設管理が求められている。また、

施設管理の中でも、ダム湖等に流入する流木・塵芥処理等を行っており、環境への負荷の低減を図る

必要があることから、これを目標として設定した。

（平成１９年度における取組）

環境への負荷の低減への取組■

機構では、環境負荷低減（ＣＯ 及び廃棄物の削減）の具体的な取組として、ダム２

放流水のクリーンエネルギーを利用した管理用発電、裸地対策、ダム下流への土砂供

、 （ 、 、 ）、 。給 流木・刈草有効利用 チップ化 一般配布 堆肥化等 間伐材の活用を行った

この取組により、環境負荷を低減させるとともに、ゴミとして処理した場合に要す

る費用が削減できるなど、管理に要する費用の削減にも貢献している。

〔なお、施設管理における自然環境保全の取組については 「２ （６）①自然環境、 ．

の保全（Ｐ．１５４ 」に記載。また、環境の保全に配慮したダム管理のあり方につ）

いての調査検討については 「２ （６）⑥環境保全に配慮したダム管理のあり方の検、 ．

討（Ｐ．１８８ 」に記載 〕） 。

また、表－１の７ダム等において、放流水のエネルギーを利用した水力発電を行い、管

理用電力として利用し、余剰電力は電力会社に売電した。

なお、３７，７５１ＭＷＨの水力発電量は、約２０，９５２ｔのＣＯ 排出削減に相当２

するものである（換算は「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成１１年政令第

１４３号）第３条に規定する ／ を用いた 。0.555kg-CO kwh2 ）
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表－１ 環境負荷の低減対策事例

管理用発電 ７ダム等において、放流水のエネルギーを利用した水力発電を行い、
管理用電力として利用し、余剰電力は電力会社に売電した。

（各施設における管理用発電の実績）

最大使用水量 最大発電量 実績発電量
施設名 （ｍ /s） ( kw ) ( MWH )３

４．７ ２，６００ １２，２２４阿木川ダム

１．８ ５６０ ２，２５６室生ダム

２．２ ９９０ ５，１３７布目ダム

０．３ ７７ ２６３比奈知ダム

４．３ １，９００ ４，１０５一庫ダム

３．０ ８５０ ５，６４９日吉ダム

９．５ １，０００ ８，１１７東郷調整池

３７，７５１計

※平成１９年度実績

裸地対策 草木ダム及び高山ダムにおいて、ダム湖の水位変動により生じた
湖岸周辺裸地の浸食防止と景観保全のため、緑化対策（草木ダム
６，１００ｍ 、高山ダム６００ｍ ）及び試験施工箇所のモニタ２ ２

リングを実施した。

写真－１ 草木ダムにおける法面緑化状況（試験施工箇所）

図－１ 高山ダムにおける法面緑化計画

ダム下流への ７ダムにおいて試行的にダム湖堆積土砂を搬出し、下流河道へ供
土砂供給 給した 〔 ６）①自然環境の保全を参照〕。（

流木・刈草の ２６のダム等で、ダム湖に流入した流木や施設周辺の維持管理で
有効利用 発生した刈草の有効利用を実施した。

〔 ６）④建設副産物等のリサイクルを参照〕（
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中期目標等における目標の達成状況

環境負荷低減（ＣＯ 及び廃棄物の削減）の具体的取組として、昨年度までに引２

き続き、平成１９年度においても、ダム放流水のクリーンエネルギーを利用した管

理用発電、ダム湖等に流入する流木・塵芥の除去、流木・刈草有効利用等の環境負

荷低減への取組を実施し、環境負荷を低減しており、中期計画に掲げる施設管理規

程に基づいた的確な管理等（環境への負荷の低減への取組）については、本中期目

標期間中、着実に目標を達成できたものと考えている。
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（３）的確な施設の管理

①施設管理規程に基づいた的確な管理等

６）施設周辺地域とのコミュニケーション

（中期目標）

的確な施設の管理

（中期計画）

水源地域と下流受益地の相互理解促進に努めるとともに、施設の役割等の理解を

得るため、積極的に施設周辺地域とのコミュニケーションを図る。

（年度計画）

水源地域と下流受益地の相互理解促進に努めるとともに、施設の役割等の理解を

得るため、積極的に施設周辺地域とのコミュニケーションを図る。

「２ （１１）②地域交流の実施とコミュニケーションの増進(Ｐ．２５６ 」に含． ）

まれるため、一括して掲載している。
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（３）的確な施設の管理

②管理所施設等の耐震化

（中期目標）

的確な施設の管理

（中期計画）

管理所施設等の耐震化計画を策定し、適切に対策を講じることにより耐震性能

を高めた施設等の割合を、２５％（平成15年４月現在）から７０％に高める。

（年度計画）

耐震性能を高めた管理所施設等の割合については、平成１８年度までに中期計画

に掲げる目標値である７０％を達成しているが、今後も継続的に取り組み、平成

１９年度は、その割合を７４％（４２施設／全５７施設）に高める。

（年度計画における目標設定の考え方）

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）に基づき管理施設の耐震化を図っ

ており、平成１９年度は新たに１施設の耐震化工事を実施することとし、中期計画に掲げる目標以上

を達成することとした。

（平成１９年度における取組）

管理所施設等の耐震化■

機構の各管理施設の耐震化計画では、管理所等の建物の耐震診断を行い、判定結果

を基に耐震安全度の低い施設から順次耐震化工事を行うこととしている。

平成１９年度は、耐震化工事を予定していた１施設（両筑平野用水総合事業所）におい

耐震化工事を完成させた。また、耐震照査の結果、新川機場（成田用水）及び重て、

宝機場（木曽川用水）は、耐震補強は不要であることを確認した。

結果、平成１９年度末で耐震性能を高めた施設の割合を７５％（４３施設／全５７

施設）に高め、中期計画に掲げる目標を達成した。

表－１ 管理所施設等の耐震化計画

改修 平成１９年度に実施年 度 実 績（計画）
区 分

した耐震化施設済み H15 H16 H17 H18 H19 H20以降

管理棟：
管理棟 ７ ５ ６ ３ １ １ (3) 両筑平野用水

機 場 ４ ０ ７ １ １ ２ (11)
機場：新川機場、重宝
機場（耐震照査により

宿舎等 ３ １ ０ １ ０ ０ (0) 補強不要）

計 １４ ６ １３ ５ ２ ３ (14)

１４ ２０ ３３ ３８ ４０ ４３ (57)累 計

注）平成２０年度以降の計画は、平成１９年度の実施状況により見直した。
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着工前 完成後

写真－１ 耐震化工事（両筑平野用水）

中期目標等における目標の達成状況

平成１９年度には、年度計画で予定の１施設の耐震化を実施し、耐震照査を行い

耐震補強が不要と診断された２施設を加え、その施設の割合は７５％となり、中期

計画（７０％ 、年度計画（７４％）の目標を、本中期目標期間中に達成した。）



- 140 -

（３）的確な施設の管理

③説明施設等のバリアフリー化

（中期目標）

的確な施設の管理

（中期計画）

既存の説明ホールや資料館等の説明施設のバリアフリー化計画を策定し、バ

リアフリー化のための改築等を進め、８３％（平成１５年４月現在）から１００

％に高める。

（年度計画）

－

（年度計画における目標設定の考え方）

－

（平成１９年度における取組）

説明施設等のバリアフリー化■

中期計画に掲げる説明施設等のバリアフリー化率を１００％とする目標について

は、平成１７年度末までに達成（２４施設／２４施設）している。

中期目標等における目標の達成状況

平成１７年度までに、全２４施設の説明ホールや資料館等についてバリアフリ

ー化を完了し、中期計画に掲げる説明施設等のバリアフリー化について、目標を

達成した。
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（３）的確な施設の管理

④水管理情報の発信

１）ホームページを通じた水管理情報の発信

（中期目標）

的確な施設の管理

（中期計画）

中期目標期末において、機構が管理する利水及び治水機能を有する２０ダム

について、毎日、水管理に関する情報（流入量、放流量、水位等）をホームペ

ージを通じて発信する。

（年度計画）

機構が管理する利水及び治水機能を有する全２０ダムのうち、平成１８年度まで

に開始した１８ダムに、新たに２ダムを加えた合計２０ダムについて、毎日、ホー

ムページを通じた水管理に関する最新の情報（流入量、放流量、水位、降水量等）

を発信する。なお、情報の発信に当たっては、地域住民や利水者の望む情報の把握

に努めるとともに、わかりやすい情報発信に努める。

（年度計画における目標設定の考え方）

利水及び治水機能を有するダム（全20ダム）では、ダム下流域の住民等にダムや貯水池の状況を各

ダムのホームページ等を通じて提供することとした。水管理情報関連機器の更新計画等に併せ、平成

19年度には、新たに２ダムで実施することを目標として設定した。

（平成１９年度における取組）

ホームページを通じた水管理情報の発信■

安全で的確なダム管理を目指して、ダムにおける水管理情報の提供をホームページ

、 、 、を通じて行うこととし 平成１９年度には 平成１８年度までに開始した１８ダムに

新たに２ダム（下久保ダム、味噌川ダム）を加えた２０ダムで実施し、最新の情報を

地域住民や利水者に提供することができた。

池田総管では、ホームページの渇水情報を１時間毎に更新するよう改造したことと洪水

の発生が重なり、平年月約５千回であったアクセスが７月には約２５万回となり、情報発

信の成果が現れている。また、同月の吉野川局でも約３３万回のアクセスがあった。

提供する水管理情報は、貯水位、貯水量、貯水率、雨量、ダム放流量、下流河川の

状況等、流域内での水情報としては洪水時、渇水時における基礎的な情報である。
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（太枠内のダムが平成１９年度開始）表－１ ダム管理情報の主な公開内容

積 雪 深
ダム名 貯水位 貯水量 貯水率 流入量 放流量 雨量※ 河川水位※ 河川水質※

※

下久保ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －※

浦山ダム － ○ ○ ○ ○ － － － －

草木ダム － ○ ○ ○ ○ － － － －※ ※ ※ ※

阿木川ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － －

味噌川ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － －

高山ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

青蓮寺ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

室生ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

一庫ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

布目ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

日吉ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

比奈知ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

矢木沢ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○

奈良俣ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○

岩屋ダム ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － －

池田ダム ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ －

早明浦ダム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

新宮ダム ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

富郷ダム ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

寺内ダム ○ － ○ ○ ○ ○ － － －

注：データは１０分更新、ただし、※印については、１時間更新。

河川水質に関する項目は、水温及び濁度。

図－１ ホームページによる情報提供事例（下久保ダム）
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中期目標等における目標の達成状況

水管理情報関連機器の更新計画等に併せて、ホームページによる情報発信を、平

成１８年度までの１８ダムに引き続き、平成１９年度において２ダムを実施し、中

期計画の目標（２０ダム）を本中期目標期間中に達成した。
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（３）的確な施設の管理

④水管理情報の発信

２）水質年報

（中期目標）

日常的に水質情報を把握し、安全で良質な水の提供に努めること。

（中期計画）

全管理所において日常的に水質情報の把握を行う。また、水質調査結果等を取り

まとめた「水質年報（仮称 」を、平成１５年度分から作成し、公表を行う。）

（年度計画）

全管理所において日常的に水質情報の把握を行う。また、水質調査結果等を取り

まとめた「平成１８年水質年報」を作成し、公表を実施する。

（年度計画における目標設定の考え方）

水質情報を日常的な施設管理に活かし、今後の水質対策の検討の基礎とすることを目的として、全

管理所において日常的に水質情報の把握を行うとともに、水質調査データ等の情報を整理した「水質

年報」を作成し、広く公表・情報発信を行うこととした。

（平成１９年度における取組）

水管理情報の発信■

１．水質情報の把握

「２ （３）①１）水質保全等の取組（Ｐ．１００ 」に記載。． ）

２．水質年報

水質年報作成のための基礎資料となる管理施設の水質調査データ等の情報を収集・

整理し、平成１８年水質年報を作成し、７月に広く公表・情報発信を行った。また、

平成１９年水質年報を作成するために必要なデータ等の収集・整理を実施した。

中期目標等における目標の達成状況

日常的に水質情報を把握するとともに、水質調査データ等を取りまとめた「平成

１８年水質年報」を作成し、７月に公表・情報発信を行った。水質年報の作成・公

表は平成１５年度データから継続的に実施しているところである。引き続き「平成

１９年水質年報」の作成及び公表・情報発信を行っていくこととしており、中期計

画に掲げる水管理情報の発信（水質年報）については、本中期目標期間中、着実に

達成できたものと考えている。
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・
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（４）災害復旧工事の実施

（中期目標）

災害の発生に伴い、被害が発生した場合には、従来の機能等を早期に回復できる

よう、迅速に災害復旧工事を行うこと。

（中期計画）

災害の発生に伴い、被害が発生した場合には、従来の機能等を早期に回復できる

よう、迅速に災害復旧工事を行うとともに、これに附帯する事業についても的確な

実施を図る。

（年度計画）

災害の発生に伴い、被害が発生した場合には、従来の機能等を早期に回復できる

よう、迅速に災害復旧工事を行うとともに、これに附帯する事業についても的確な

実施を図る。

（年度計画における目標設定の考え方）

発生時を想定して設定した。また、実施中の対策を確実に完了させることとした。

（平成１９年度における取組）

災害復旧工事の実施■

７月１２日から７月１５日までの台風４号に伴う出水により、早明浦ダムの貯水池

内の浸食による斜面崩壊が３箇所発生した（累計雨量５６６mm、２４時間最大雨量５

０４mm、時間最大雨量５２mm 。直ちに被害状況を関係省庁（国土交通省、厚生労働）

省及び経済産業省）に報告し、主務省（国土交通省）に災害復旧工事計画書を提出す

るなどの必要な手続を行い、平成１９年１２月に主務大臣より認可を受けた（総額４

）。 、 ， 、３百万円 その後 現場吹付法枠工による約１ ７００ｍ の災害復旧工事に着手し２

平成２０年１１月に完了する予定である。

図－１ 災害復旧工事位置図（早明浦ダム）
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写真－１ 被災箇所（早明浦ダム）

中期目標等における目標の達成状況

平成１９年度においては、早明浦ダムにおける災害に伴う被害の発生に対し、

施設の従来の機能等を早期に回復できるよう、迅速に災害復旧工事を実施した。

これまでの災害復旧の実施を含め、中期計画に掲げる災害復旧工事の実施につい

ては、本中期目標期間中、達成できたものと考えている。




